
西蒲原福祉事務組合障がい者活躍推進計画 

 

１．計画策定の趣旨 

令和元年 6 月に「障害者の雇用の促進等に関する法律」(昭和 35 年法律第 123 号。以

下「障害者雇用促進法」という。)が改正され、国及び地方公共団体が率先して障がい者

を雇用する責務が明示されるとともに、障がいのある職員が職業生活において活躍でき

る取組を進める障がい者活躍推進計画を策定することとされました。本計画は、改正後の

障害者雇用促進法第 7 条の 2 第 1 項及び第 7 条の 3 第 1 項の規定に基づいて国が定めた

「障害者活躍推進計画作成指針」を踏まえ、策定しました。 

 

２．計画期間 

  本計画は令和 5 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 までの 3 年間を計画期間とします。 

  ただし、計画期間中であっても必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

３．計画の周知・公表 

本計画の内容について、職員全体に周知するとともに、本計画及び各年度の取組状況等

は組合ホームページにおいて公表します。 

 

４．障がい者雇用の現状と課題 

法定雇用率を達成するために必要な障がい者雇用者数１名は達成しているものの、こ

れまで組織的な体制整備は特段行っていないのが現状です。 

 

５．目標 

(1) 採用に関する目標 

 当該年 6 月 1 日時点の法定雇用率の達成に努めます。 

 （参考）令和 5 年 4 月 1 日時点の実雇用率 2.29％ 

(2) 定着に関する目標 

 不本意な離職等を生じさせないよう努めます。 

 

６．取組内容 

(1) 障がい者の活躍を推進する体制整備 

〇 障害者雇用推進者として事務局長を選任します。 

〇 障害者職業生活相談員の選任義務の有無に関わらず、障がい者である職員の相談窓

口を各事業所に設定します。 

〇 障害者雇用推進者は、各取組についての実施状況を把握・検証します。課題が生じ

た際など、必要に応じて検討を行います。 

 

  



(2) 職務の選定・創出 

〇 現に勤務する障がい者や今後採用する障がい者の能力や希望も踏まえ、職務の選定

及び創出について検討を行います。 

〇 新規採用又は部署異動等の際は、障がい者と業務の適切なマッチングができている

かの点検を行い、必要に応じて検討を行います。 

 

(3) 環境整備・人事管理 

〇 採用した障がい者に対しては、人事評価面談等の定期的な実施により、状況把握や

体調面への必要な配慮を行います。 

〇 特別支援学校の生徒や就労移行支援事業所の利用者等を対象とした職場実習を積

極的に行います。 

〇 募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行いません。 

・特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定すること。 

・自力で通勤できることといった条件を設定すること。 

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定すること。 

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」といっ

た条件を設定すること。 

・特定の就労支援機関からのみの受入れを実施すること。 

 

(4) その他 

 〇 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」に基づ

く障がい者就労施設等への発注等を通じて、障がい者の活躍の場の拡大を推進しま

す。 

 〇 障がい者の特性について職場全体で理解を深めるなど、職員の意識啓発を図ります。 

 


